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3.11 震災から 2年半経過した避難者の状況
―2013 年 8 月栃木県内避難者アンケート調査より―
阪本 公美子・匂坂 宏枝 *
はじめに　
3.11の震災から、3年が経過する今日において
も、26万7000人が避難生活を続けており、その
うち福島県から県外で避難を続けている人びとは
47,995人に上る。栃木県への避難者は、復興庁公
表では2014年2月13日現在、3,029人であり 1、福
島県に隣接する栃木県での避難生活も長期化して
いる。栃木県への避難者は、2011年7月28日現在
2,803人であったことを振り返ると 2、登録され把
握されるようになった状況もあるが、避難者数は
3,000人前後で横ばいの状況である（図1）。
図 1．福島県から県外（全国・栃木）への避難者人数
出典：髙橋・阪本・匂坂（2014）より筆者改変（データ元：
福島県ホームページ、福島県避難者支援課「福島県から県
外への避難状況」http://wwwcms.pref.fukushima.jp/pcp_portal/
PortalServlet?NEXT_DISPLAY_ID=U000004&CONTENTS_
ID=28571　2014年2月27日現在）
このような状況の中、栃木県内の避難者の状況
を把握することは重要であるが、2012年度までの
公 開されたアンケート調 査は、2011 年 度と 2012
年度に、とちぎ暮らし応援会、2012年度には、
宇都宮大学国際学部附属多文化公共圏センター
（CMPS）福島乳幼児・妊産婦支援プロジェクト
（FSP）が実施してきた。栃木県も、避難所から
の誘導、民間借上げ住宅の延長などについてアン
ケートを行っているとの情報もあるが、その結果
については公表されていない。また、避難元の自
治体のアンケート調査も、それぞれの避難者の元
に届いている場合もあることが推測できるが、栃
木県内の避難者の状況としての集計・公開はされ
ていない 3。
とちぎ暮らし応援会は2011年11月中旬～12月
下旬にアンケート調査を860世帯に配布し（有効配
布数757世帯）、151件回収した（回収率20%）。回
答者の出身地でもっとも多かったのが南相馬市（36
世帯、24%）、浪江町（31世帯、21%）であり、避
難先市町は、宇都宮市（35世帯、23%）、那須塩原
市（19世帯、13%）、佐野市（15名、10%）が多かっ
た。避難世帯の家族の人数は、2人が45世帯（30%）
と最も多く、3人の39世帯（26%）が次ぐ。仕事に
ついて、探している世帯が50世帯（33%）にのぼっ
た。また、今後の予定については、92世帯（61%）が、
これからの状況次第で決めたいと考えており、地
元に帰りたい世帯は33世帯（22%）、栃木県内で定
住したい世帯は15世帯（10%）であった。避難生
活において身近に相談できる人がいない世帯は56
世帯（37%）、地域・自治会との交流がないのは96
世帯（64%）であった。行政の支援情報は134世帯
（89%）、民間の支援情報は113世帯（75%）、避難
者支援同士の交流の場は98世帯（65%）、パソコン
を利用できる場所は98世帯（65%）が必要として
いた。避難情報で最も知りたい情報は病院に関す
る情報（24%）であった 4。
さらに、とちぎ暮らし応援会は2012年8月にも
アンケート調査を実施し、1,060世帯に配布、247
件を回収した（回収率23%）。避難世帯の家族の人
数は、前年と同様に2人が29%と最も多いが、1人
暮らしが18％で前年のアンケートの7.3%より10%
以上増加している。仕事については、探している
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世帯が33%から19%に減り、仕事が決まった世帯
は23%から30%へと増加した。今後の予定は、栃
木県内で定住したいと希望している世帯が10%か
ら19%に増加し、定住以外のその他の回答はいず
れも減少している。避難生活において身近に相談
できる人がいない世帯は38%、いる世帯は59%に
なっており、前年に比べて改善されていなかった。
避難者同士の交流については、避難元ごとの交
流会がほしいという質問が設けられ、希望回答が
59%と新たなニーズとして求められていた。また、
避難先で最も知りたい情報は病院の情報が50%で
前年と変わらず高い割合であるが、地元自治体の
情報が69%、除染の状況の情報が87%と、新たに
高いニーズとなっていた 5。
FSPにおいても、2012年度には、栃木県に避難
している子育て世帯を対象として「子育てをしてい
らっしゃる方へのアンケート」6、及び栃木県への
全避難者を対象として「必要な支援についてのアン
ケート」7 を実施、公開してきた。いずれもとちぎ
暮らし応援会の協力のもと、全避難者世帯1,070
世帯に郵送し、前者は子育て世帯の83世帯、後者
は225世帯（回収率21%）から回収した。
子 育て世 帯を対 象としたアンケートからは、
83%が民間借上げ住宅に暮らしており、31%（26
名）が息抜きの場所がないことが明らかになった。
また、避難者交流会には、「他の避難者と交流し
たい」（23名）、「子育ての情報が得たい」（21名）
という回答があったが、「特に問題を感じてないか
ら」（13名）、「自分の話をするのが嫌だから」（6名）
参加したくない、「余裕がない」（17名）から参加
できない、という回答もあった。また、子育て（42
名）、栃木での生活（41名）、放射線から子どもを
守るため（31名）の情報も求められていた。自由
記述では、母子避難中、もしくは未就学児ととも
に避難している同じ境遇の方と知り合いたい、と
いう声が目立った 8。
後者の必要な支援に関するアンケートでは、多
くの回答者が、交通費助成（96%）、民間借上げ住
宅の延長・長期化（85%）に関する支援が必要と回
答していた。未就学児世帯に限定すると、内部被
ばく検査や甲状腺検査、健康相談の受付（97%）
を要望している回答が多かった 9。
これまでのアンケートでは、とちぎ暮らし応援
会が2011年度と2012年度に、全避難者を対象と
した短い（A4、1枚）支援を目的とした記名式のア
ンケート、FSPが2012年度に、全避難者を対象と
して支援に焦点を当てた無記名のアンケート、並
びに子育て世帯を対象に行った記名式のアンケー
トで、断片的ではあるが、毎年、状況を把握して
きた。2012年12月16日に、宇都宮大学ととちぎ
暮らし応援会が共同で行ったアンケート報告会で
も、とちぎ暮らし応援会が行ってきたアンケ―ト
結果をふまえ、栃木への避難者の状況が全く改善
されていないことも報告されていた 10。2013年度
には、栃木県内避難者のアンケートの実施情報は
他になく、震災2年半を経た時期に、より網羅し
たアンケートの必要性も感じたため、本アンケー
ト調査を実施し、その結果をここに報告する。
1　調査目的・方法・内容
本アンケート調査は、FSP活動の一環として、
主として福 島 県から栃 木 県に避 難してこられた
方々のニーズを把 握することを目 的とし実 施し
た。集計結果は、統計的に処理し、個人が特定で
きない形で、報告会や報道を通して社会発信し、
国民の更なる理解を求めていくとともに、それに
対応した行政や支援団体の対応の道を探ることも
視野に入れている。なお、個別訪問の希望など、
個別ニーズについては、必要に応じて集計前の段
階にて、支援団体に伝えた。
アンケート用紙は、2013年8月に、避難者世帯
に情報郵送をしているとちぎ暮らし応援会の協力
のもと、1,017世帯に発送し、2013年8月5日～30
日の間に、107件回収した（回収率10.5%）。全避
難者を対象に行った2011年度のとちぎ暮らし応援
会アンケートの回収率が20%、2012年度のFSPの
アンケートの回収率が21%であったことと比較す
ると、回収率は低かったが、その理由としては、
以下の点があげられる。(1)アンケート疲れ。アン
ケートに回答しても劇的には変わらない現実 11。(2)
前回のアンケートが1ページという簡素なもので
あったのに対し、今回のアンケートは、4ページに
わたる包括的な内容であった。
しかし、回収した107件の回答には、切実なも
のが多く、例えば、自由記述には、「（私達の苦し
みの声が届かない）アンケートは全身（全心）で答
153.11震災から2年半経過した避難者の状況
えさせていただいています」といった記載もあり、
届かない声の貴重なチャンネルであることも明ら
かとなった。
本アンケートでは、世帯に関する基本情報、家
族、仕事・経済状況、家族の健康状況、子育て、
原子力損害賠償、今後、不安や相談場所、必要な
支援、意見・要望に関する自由記述などについて、
A4、4ページといった限られた紙面の中で、網羅
した質問を行った。
本論では、アンケート結果の単純集計、記述内
容の他、クロス集計の一部を発表する。なお、ア
ンケート用紙、集計結果、及び概要については、『福
島乳幼児妊産婦支援プロジェクト (FSP)報告書　
2013年3月～2014年2月』に収録したとともに、
国際学部附属多文化公共圏センターホームページ
http://cmps.utsunomiya-u.ac.jp/fsp/proj4.html に お い
ても公表しているため、そちらを参照されたい。
また、2013 年 12 月 20 日にはその概 要、2014 年 2
月8日には北関東・新潟避難者の状況との比較分
析を、一般公開報告会において、発表した。
本論では、原則として全質問について回答を紹
介する 12。自由記述箇所については、誤字も含め
て、回答者の言葉そのままを引用として記載する
こととしたが、個人が特定されうる固有名詞等の
み「○○」とした。また、避難指示・指定区域や
家族構成、性別や年齢に基づくクロス集計で、着
手したもののうち妥当と考えたものも一部紹介す
る。なお、以降の図表は、すべて本アンケート結
果に基づき筆者が作成したものである。
2　アンケート対象者
回答者の年代は、20代（6名、6%）、30代（30名、
28%）、40代（23名、22%）、50代（13名、12%）、
60代（21名、20%）、70代（11名、10%）、80代（2名、
2%）、無回答（1名、1%）と、20代から80代まで
広く網羅していたが、そのうち、30代、40代、60
代の回答が比較的多かった。
性別は、女性が68名（64%）、男性が38名（35%）
と、比較的女性が多かった。
出身自治体は、浪江町（23名、21%）、南相馬市
（18名、17%）、富岡町（11名、10％）、郡山市（10
名、9%）がもっとも多かったが、福島市、いわき
市、大熊町、双葉町、田村市、西郷村からの回答
者も複数おり、その他、福島県内７自治体からも
回答があった（表１）。2011年度とちぎ暮らし応援
会のアンケート回答者の中では、南相馬が最も多
く、浪江町が次いでいた状況と照らし合わせると、
避難指示の解除に伴い一部、南相馬からの避難者
が減少したことが考えられる。
表 1．出身自治体
避難指示などでみると、警戒区域がもっとも多
く（30名、28%）、指示・指定なし（22名、21%）、
緊急時避難準備区域（19名、18%）が次ぐ（表2）。
回答の中に、区域再編後の区域の記載も混在して
いるが、本論における分析では、以下の３つの区
域として区分した。区域１として警戒区域、計画
的避難区域、（区域再編後）帰宅困難区域、（区域
再編後）居住制限区域（49名、46%）、区域２とし
て（区域再編後）避難指示解除準備区域、緊急時
避難準備区域、特定避難勧奨地点（25名、23%）、
区域外として指示・指定なし、福島県その他、福
島県以外（26名、24%）と区分した（図2）。区分に
ついては、刻々と変更があり、今後も注視してい
く必要があるが、後述のクロス集計においては、
主として、この区分を活用する。
回答数 ％
浪江町
南相馬市
富岡町
郡山市
福島市
いわき市
大熊町
双葉町
楢葉町
田村市
西郷村
相馬市
本宮市
伊達市
小野町
伊達郡
川内村
飯舘村
無回答
計
回答数 ％ 回答数 ％
０　警戒区域
１　計画的避難区域
２　帰宅困難区域（区域再編後の記入）
３　居住制限区域（区域再編後の記入）
４　避難指示解除準備区域（区域再編後の記入）
区域２ ５　緊急時避難準備区域
６　特定避難勧奨地点
７　指示・指定なし
区域外 ８　福島県その他
９　福島県以外
無回答
計
区域１
無回答
 
回答数 ％ 回答者数 ％
那須塩原市
大田原市 　
那須町
日光市
今市市
さくら市
那須烏山市
宇都宮市
鹿沼市
真岡市
県央 益子町
壬生町
芳賀町
上三川町
佐野市
下野市
小山市
足利市
栃木市
野木町
無回答 無回答
計
県北
県南
 
回答数 ％
１　県の借上民間賃貸住宅　
６　自己負担のアパート　　
４　雇用促進住宅　　　　
７　その他
５　知人・親戚宅　　　　　
２　県営住宅　　　　　　　
３　市町村営住宅　　　　　
無回答
計
 
1人 2人 3人 4人 5人 6人 合計
区域１
区域２
区域外
無回答
　 　 　 　
合計
区域
家族の人数
回答数 ％ 回答数 ％
１週間に１回 　 　
３ヶ月に１～２回 　 　
ほどんどない
全く行き来はない
無回答
　 　 　 　
計
１ヶ月に１～２回
回答数 ％
３万円以下
３～５万円
５～７万円
７～１０万円
１０万円以上
二重生活はしていない
無回答
　 　
計
　
　
　
　
5 緊急時避難準備区域
6 特定避難勧奨地点
7 指示・指定なし
0 警戒区域
1 計画的避難区域
2 帰宅困難区域
3 居住制限区域
4 避難指示解除準備区域
請求した 請求して
いない
無回答 合計
8 福島県その他
9 福島県以外
無回答
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表 2．避難指示・指定と区域
図 2．区域別回答者数・率
各区域で年代区分をみると（図3）、区域１は、
30代と60代が突出して多い。区域２は60代、区
域外は30～40代の子育て世代と思われる世代が多
い。
図 3. 回答者の年代（区域別）
現在の住まいは、栃木県の県庁所在地であり県
央にある宇都宮市（27名、25%）が最も多いが、
佐野市（8名、8%）、那須塩原市（7名、7%）など、
県南や県北への避難者からの回答者も少なくない
（表3）。宇都宮市、那須塩原市、佐野市が最も多
かった2011年度のとちぎ暮らし応援会のアンケー
ト回答者と、大差はない。
表 3．居住自治体
現在の住まいは、県の借上げ民間住宅が6割を
超えており（71名、66%）13、その他には、自己負
担のアパート、雇用促進住宅、知人・親戚宅など
もある（表4）。
表 4．現在の住まい
家族構成については、乳幼児がいる子育て世帯
は39名（36%）、小学生以上がいる子育て世帯が
21名（20%）、子どもは同居していない世帯が47名
（44%）いた（図4）。高齢者がいる世帯の回答者
は39名（36%）であり、いない世帯は68名（64%）
であった。
0～3  区域１
（警戒区域な
ど）, 49, 46%
4～6 区域２
, 25, 23%
7～9  区域外
, 26, 24%
無回答, 7, 
7%
図3. 年代（区域別）
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　計画的避難区域       
　帰宅困難区域
　居住制限区域
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　特定避難勧奨地点
　指示なし・指定なし
　その他
i 年代（区域別）
20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 無回答 合計
区域１ 2 15 7 5 14 6 0 0 49
区域２ 2 4 5 4 7 3 0 0 25
区域外 2 7 8 4 0 2 2 1 26
無回答 0 4 3 0 0 0 0 0 7
　 　 　 　 0
合計 6 30 23 13 21 11 2 1 107
区域 年代
20代 30代40代50代60代70代80代 無回答 合計
２．あなたやご家族は、どのくらいの頻度で避難元と避難先を行き来していますか。（区域別） 図５
1週間に1回1ヶ月3ヶ月ほと 全く行0
区域１ 2 8 11 25 2 1 49
区域２ 2 10 8 2 3 25
区域外 4 8 8 3 1 2 26
無回答 3 1 0 2 1
     
合計 11 27 27 32 7 3 107
0 無回答
1 1週間に1回以上
2 1ヶ月に１～２回程度
4 ほとんど行き来はない（一時帰宅のみ）
どのくらいの頻度で行き来をしていますか（区域別）
合計行き来
3 3ヶ月に１～２回程度
5 全く行き来は無い
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区域１ 区域２ 区域外
1週間に1回以上 1ヶ月に１～２回程度 3ヶ月に１～２回程度
ほとんど行き来はない 全く行き来は無い
2 2 2
15
4
7
4
7
5
8
3
5
4 4
14
7
6
3
2 2
0
2
4
6
8
10
12
14
16
区域１ 区域２ 区域外 無回答
20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代
21
回答数 ％
浪江町
南相馬市
富岡町
郡山市
福島市
いわき市
大熊町
双葉町
楢葉町
田村市
西郷村
相馬市
本宮市
伊達市
小野町
伊達郡
川内村
飯舘村
無回答
計
回答数 ％ 回答数 ％
０　警戒区域
１　計画的避難区域
２　帰宅困難区域（区域再編後の記入）
３　居住制限区域（区域再編後の記入）
４　避難指示解除準備区域（区域再編後の記入）
区域２ ５　緊急時避難準備区域
６　特定避難勧奨地点
７　指示・指定なし
区域外 ８　福島県その他
９　福島県以外
無回答
計
区域１
無回答
 
回答数 ％ 回答者数 ％
那須塩原市
大田原市 　
那須町
日光市
今市市
さくら市
那須烏山市
宇都宮市
鹿沼市
真岡市
県央 益子町
壬生町
芳賀町
上三川町
佐野市
下野市
小山市
足利市
栃木市
野木町
無回答 無回答
計
県北
県南
 
回答数 ％
１　県の借上民間賃貸住宅　
６　自己負担のアパート　　
４　雇用促進住宅　　　　
７　その他
５　知人・親戚宅　　　　　
２　県営住宅　　　　　　　
３　市町村営住宅　　　　　
無回答
計
 
1人 2人 3人 4人 5人 6人 合計
区域１
区域２
区域外
無回答
　 　 　 　
合計
区域
家族の人数
回答数 ％ 回答数 ％
１週間に１回 　 　
３ヶ月に１～２回 　 　
ほどんどない
全く行き来はない
無回答
　 　 　 　
計
１ヶ月に１～２回
回答数 ％
３万円以下
３～５万円
５～７万円
７～１０万円
１０万円以上
二重生活はしていない
無回答
　 　
計
　
　
　
　
5 緊急時避難準備区域
6 特定避難勧奨地点
7 指示・指定なし
0 警戒区域
1 計画的避難区域
2 帰宅困難区域
3 居住制限区域
4 避難指示解除準備区域
請求した 請求して
いない
無回答 合計
8 福島県その他
9 福島県以外
無回答
　
　
表３．居住自治体
回答数 ％ 回答者数 ％
那須塩原市 7 7% 20 19%
大田原市 4 4%
那須町 4 4%
日光市 3 3%
今市市 1 1%
那須烏山市 1 1%
宇都宮市 27 25% 47 44%
鹿沼市 6 6%
真岡市 5 5%
益子町 3 3%
さくら市 2 2%
壬生町 2 2%
芳賀町 1 1%
上三川町 1 1%
佐野市 8 7% 23 21%
下野市 5 5%
小山市 3 3%
足利市 3 3%
栃木市 2 2%
野木町 2 2%
無回答 無回答 17 16% 17 16%
計 87 100% 107 100%
表４
４．現在の住まい
回答数 ％
県の借上民間賃貸住宅 71 66%
自己負担のアパート　　 10 9%
雇用促進住宅　　　　 9 8%
その他 9 8%
知人・親戚宅　 5 5%
県営住宅　　　　　 1 1%
市町村営住宅 1 1%
無回答 1 1%
計 107 100%
図７
県北
県央
県南
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表１．出身自治体
　
回答数 ％
浪江町 23 21%
南相馬市 18 17%
富岡町 11 10%  
郡山市 10 9%  
福島市 8 7%
いわき市 7 7%
大熊町 7 7%
双葉町 6 6%
楢葉町 4 4%
田村市 3 3%
西郷村 2 2%
相馬市 1 1%
本宮市 1 1%
伊達市 1 1%
小野町 1 1%
伊達郡 1 1%
川内村 1 1%
飯舘村 1 1%
無回答 1 1%
計 107 100%
表2．警戒区域別
 回答数 ％ 回答数 ％
０　警戒区域 30 28% 49 46%
１　計画的避難区域 2 2%
２　帰宅困難区域（区域再編後の記入） 9 8%
３　居住制限区域（区域再編後の記入） 8 7%
４　避難指示解除準備区域（区域再編後の記入） 4 4% 25 23%
区域２ ５　緊急時避難準備区域 19 18%
６　特定避難勧奨地点 2 2%
７　指示・指定なし 22 21% 26 24%
区域外 ８　福島県その他 3 3%
９　福島県以外 1 1%
無回答 7 7% 7 7%
計 107 100% 107 100%
区域１
無回答
1 2014/7/28
173.11震災から2年半経過した避難者の状況
図 4．家族構成
家族の人数は、1人（単身）が18名、2人が20名、
3人が38名、4人が21名、5人が9名、6人が1名であっ
た（表5）14。震災直後の2011年のとちぎ暮らし応
援会のアンケートと比較すると、2人家族の比率
が減少し、3人家族、4人家族が若干増えたといえ
る。1人暮らしについてはとちぎ暮らし応援会の
アンケートにおいて、2011年の7%から2012年の
18%に増加しているが、2013年は2012年と変わら
ない割合になっている。
表 5. 家族の人数（区域別）
Ⅰ　現在の状況に関するアンケート結果
まず、気がかりなこと、家族や人間関係、仕事・
経済状況、家族の健康状態、子育てに関する回答
を紹介する。
1  気がかりなこと
本人、家族について「気がかりなこと」を記述形
式で聞いたところ、健康に関する記載がもっとも
多かった。まず、本人について、健康に関連して
気がかりなことは以下のとおりである（全記述につ
いて原文のまま紹介する）。がんや甲状腺の他、精
神的な面に関する気がかりも目立った。
健康
病気療養中
病気療養中
がんの可能性あり
乳ガンになった
婦人科、甲状腺の疾患がある
内部被爆が心配
精神的な面
体調不良・不眠
時々、精神的に落ちこみ、もどるのに時間がかかる
認知性、うつ病
睡眠不足
運動不足（家からの外出量が減少）
運動不足
太った。
肥満
疲れやすい
・足が悪い・目が悪い
病院が遠い
健康以外にも、以下のとおり、将来、住宅、雇
用、経済、生活、そして複数の気がかりが記載さ
れていた（冒頭の＜ヘッディング・分類＞について
は、筆者加筆）。中には、「この地で死をまつだけ」
といった絶望的な記載もあった。
＜将来＞ 将来のこと
 今後の先行き
 先が見ないこと
自分の事ではなせば自分の家にかえれな
いこの地で死をまつだけ
 子どもの進学や定住先が決まらず不安
＜住宅＞ いつまでアパート生活が続くのか…
 住宅のこと。
＜雇用＞ 勤務先が遠い（福島県郡山市）
 就職
＜経済＞ 経済的な面
 お金がなくて生治が苦しい
＜生活＞ 栃木での暮らし
＜複数＞ 色々
 健康．生活　住まい
 心身状態、経済面
回答者の家族の気がかりな事についても、健康
に関連した記載が、圧倒的に多かった。放射能の
影響に関する心配、精神面、そして、生活の変化
による健康への影響に関する記載が目立った。
健康面
健康
放射能の影響が心配（甲状腺）
放射能
周りに子供が少ないこと。健康については放射線は
もちろん、日常生活の面でも
表５
1人 2人 3人 4人 5人 6人 合計
区域１ 8 9 17 9 6 0 49
区域２ 3 6 11 3 1 1 25
区域外 6 4 7 7 2 0 26
無回答 1 1 3 2 0 0 7
　 　 　 　  
合計 18 20 38 21 9 1 107
区域 家族の人数
乳幼児がい
る子育て世帯
, 39 , 36%
小学生以上
がいる子育て世帯
, 21 , 20%
子どもは同
居していない
, 47 , 44%
18 阪本 公美子・匂坂 宏枝
被ばくの影響
内部被爆が心配
今後の影響
PTSD（心的外傷後ストレス障害）震災が原因
体調不良・不眠
不眠性、うつ病
情ちょ面で不安定な時があり心配
発達障害（ADHD）
軽度発達障がいがある。
ストレスあり
ストレス
運動不足
運動不足
肥満
低身長
食生活について‥
ひとりで仮設にいるため食事面、健康面が心配
寮に入れたものの自炊なので食事、健康面
ひとりで仮設にいるため健康面
認知性
物忘れ多い
要介護者
健診など
健康以外には、雇用や経済、教育、生活、住宅、
人間関係などに関する気がかりな点もあった。中
には、避難することによって、これまでできてい
た車椅子の生活ができなくなった回答者の家族も
いた。また、住宅のローンに関する気がかりもあっ
た。
＜雇用＞ 震災前と同条件の勤務をしたい（看護士）
 不安定な収入
 アルバイトで就労中なので生活面について
 仕事
 仕事ない
 仕事（定着）
＜経済＞ 経済的な面
＜教育＞ 子供の教育
 学校までいくのに歩道がない
 言語
 帰福した際の教育環境
 高校受験と戻る時期
＜生活＞ 栃木での暮らし
車イスで生活。今まで自分でできていた
ことが避難したことでできなくなった。
＜住宅＞ 一軒家に住むにも前のローンが残ってる
 住宅のこと。
＜複数＞ 色々
 心身状態、経済面
 健康・生活．住まい
＜関係＞ 家族と離れている
ふるさとに帰ったことがない（知り合い
がいない）
 食事は一緒
＜他＞ 不娠
 有
2  家族や人間関係について
まず、避難先での人間関係について「現在住ん
でいる地域・自治会の人と交流がありますか」と
訊ねたところ、65名（61%）が、「ない」と答え、
過半数の回答者が、地域住民との交流がないこと
を裏付けた。2011年のとちぎ暮らし応援会のアン
ケートの64%と比較しても、ほとんど変化はない。
また、避難元と避難先の行き来について、「あな
たやご家族は、どのくらいの頻度で避難元と避難
先を行き来していますか」と訊ねたところ、頻度
はまちまちであるものの、65 名（61%）15 が行き
来をしており、39 名（36%）が、ほとんど、もしく
は全く行き来していない（表 6）。「ほとんど行き
来はない」人数がもっとも多い（32 名、30%）が、
行き来のある中では、1 ヶ月に 1 ～ 2 回、及び 3 ヶ
月に 1 ～ 2 回が、ともに 27 名（25%）と回答者が
多い。
表 6．あなたやご家族は、どのくらいの頻度で避
難元と避難先を行き来していますか
避難元との行き来については、区域１では、ほ
とんど行き来がない回答者が突出して多いが、区
域２及び区域外では、1 ヶ月もしくは 3 ヶ月に 1
～ 2 回程度が多い（図 5）16。
回答数 ％
浪江町
南相馬市
富岡町
郡山市
福島市
いわき市
大熊町
双葉町
楢葉町
田村市
西郷村
相馬市
本宮市
伊達市
小野町
伊達郡
川内村
飯舘村
無回答
計
回答数 ％ 回答数 ％
０　警戒区域
１　計画的避難区域
２　帰宅困難区域（区域再編後の記入）
３　居住制限区域（区域再編後の記入）
４　避難指示解除準備区域（区域再編後の記入）
区域２ ５　緊急時避難準備区域
６　特定避難勧奨地点
７　指示・指定なし
区域外 ８　福島県その他
９　福島県以外
無回答
計
区域１
無回答
 
回答数 ％ 回答者数 ％
那須塩原市
大田原市 　
那須町
日光市
今市市
さくら市
那須烏山市
宇都宮市
鹿沼市
真岡市
県央 益子町
壬生町
芳賀町
上三川町
佐野市
下野市
小山市
足利市
栃木市
野木町
無回答 無回答
計
県北
県南
 
回答数 ％
１　県の借上民間賃貸住宅　
６　自己負担のアパート　　
４　雇用促進住宅　　　　
７　その他
５　知人・親戚宅　　　　　
２　県営住宅　　　　　　　
３　市町村営住宅　　　　　
無回答
計
 
1人 2人 3人 4人 5人 6人 合計
区域１
区域２
区域外
無回答
　 　 　 　
合計
区域
家族の人数
回答数 ％ 回答数 ％
１週間に１回 　 　
３ヶ月に１～２回 　 　
ほどんどない
全く行き来はない
無回答
　 　 　 　
計
１ヶ月に１～２回
回答数 ％
３万円以下
３～５万円
５～７万円
７～１０万円
１０万円以上
二重生活はしていない
無回答
　 　
計
　
　
　
　
5 緊急時避難準備区域
6 特定避難勧奨地点
7 指示・指定なし
0 警戒区域
1 計画的避難区域
2 帰宅困難区域
3 居住制限区域
4 避難指示解除準備区域
請求した 請求して
いない
無回答 合計
8 福島県その他
9 福島県以外
無回答
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図 5．どのくらいの頻度で行き来をしていますか
（区域別）
家族との行き来の交通手段は、自家用車が73名
（58%）と圧倒的に多く、次いで新幹線（11名、
9％）、バスや電車などその他の公共交通機関の利
用者もいる。
3　仕事・経済状況について
仕事について、「震災前、あなたの家計を支えて
いた人は今、震災前にしていた仕事に復帰できる
見通しはありますか」と訊ねたところ、「ない」と
いう回答がもっとも多かった（36名、34%）。とは
いえ、「すでに復帰している」（26名、24%）、も
しくは「別の仕事に就いた」（15名、14%）回答者
も少なくなかった（図6）。
図 6．家計を支えていた人の仕事復帰の見通し
質問が若干異なるが、とちぎ暮らし応援会アン
ケートによると、2011年度には33%が、2012年度
には19%が仕事を「探している」と回答していた。
一方、経済状況については、「震災後、離れて
いるご家族も含めて世帯全体の経済状況は厳しく
なりましたか」と訊ねた質問には、「はい（厳しく
なった）」という回答が、60名（56%）と圧倒的に
多い（図7）。
図 7．世帯全体の経済状況は厳しくなりましたか
さらに、夫が福島県で就労し母子のみが栃木県
で暮らしているという二重生活による経済負担に
ついて、「二重生活をしている場合、避難元等と
の二重生活による経済的負担額」を聞いたとこ
ろ、３万円以下から10万円以上、とかなりのばら
つきがある（表7）。
表 7．二重生活をしている場合、避難元等との二
重生活による経済的負担額（月あたり）は
いくらくらいですか。
二重生活で支出が多いものは、ひとつのみ回答
の場合、「福島との交通費」が最も多く（14名、
15%）、食費、駐車場・ガソリン代、家賃、光熱
費が次ぐ。複数回答を含めても、「福島との交通
費」（25名、23%）が最も多いが、その場合、駐車場・
ガソリン代、食費、光熱費という順番で次ぐ。
図3. 年代（区域別）
　警戒区域　　　　　　　　
　計画的避難区域       
　帰宅困難区域
　居住制限区域
　避難指示解除準備区域
　緊急時避難準備区域
　特定避難勧奨地点
　指示なし・指定なし
　その他
i 年代（区域別）
20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 無回答 合計
区域１ 2 15 7 5 14 6 0 0 49
区域２ 2 4 5 4 7 3 0 0 25
区域外 2 7 8 4 0 2 2 1 26
無回答 0 4 3 0 0 0 0 0 7
　 　 　 　 0
合計 6 30 23 13 21 11 2 1 107
区域 年代
20代 30代40代50代60代70代80代 無回答 合計
２．あなたやご家族は、どのくらいの頻度で避難元と避難先を行き来していますか。（区域別） 図５
1週間に1回1ヶ月3ヶ月ほと 全く行0
区域１ 2 8 11 25 2 1 49
区域２ 2 10 8 2 3 25
区域外 4 8 8 3 1 2 26
無回答 3 1 0 2 1
     
合計 11 27 27 32 7 3 107
0 無回答
1 1週間に1回以上
2 1ヶ月に１～２回程度
4 ほとんど行き来はない（一時帰宅のみ）
どのくらいの頻度で行き来をしていますか（区域別）
合計行き来
3 3ヶ月に１～２回程度
5 全く行き来は無い
区域
区
域１
区
域２
区
域
外
区域 年代
2 2 4
8 10 8
11
8 8
25
2 32 3 1
0
5
10
15
20
25
30
区域１ 区域２ 区域外
1週間に1回以上 1ヶ月に１～２回程度 3ヶ月に１～２回程度
ほとんど行き来はない 全く行き来は無い
2 2 2
15
4
7
4
7
5
8
3
5
4 4
14
7
6
3
2 2
0
2
4
6
8
10
12
14
16
区域１ 区域２ 区域外 無回答
20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代
21
ある, 5, 5%
ない, 36, 
34%
すでに復帰
している, 
26, 24%
別の仕事に
就いた, 15, 
14%
わからない, 
12, 11%
その他, 1, 
1%
無回答, 12, 
11%
５．震災後、離れているご家族も含めて世帯全体の経済状況は厳しくなりましたか。
回答数 ％
厳しくなった 60 56.1%
楽になった 2 1.9%
変化はない 6 5.6%
どちらともいえない 36 33.6%
無回答 3 2.8%
　 　
計 107 100.0%
   
厳しくなっ
た, 60, 
56%
楽になった, 
2, 2%
変化はない, 
6, 5%
どちらともい
えない, 36, 
34%
無回答, 3, 3%
3 2014/7/28
回答数 ％
浪江町
南相馬市
富岡町
郡山市
福島市
いわき市
大熊町
双葉町
楢葉町
田村市
西郷村
相馬市
本宮市
伊達市
小野町
伊達郡
川内村
飯舘村
無回答
計
回答数 ％ 回答数 ％
０　警戒区域
１　計画的避難区域
２　帰宅困難区域（区域再編後の記入）
３　居住制限区域（区域再編後の記入）
４　避難指示解除準備区域（区域再編後の記入）
区域２ ５　緊急時避難準備区域
６　特定避難勧奨地点
７　指示・指定なし
区域外 ８　福島県その他
９　福島県以外
無回答
計
区域１
無回答
 
回答数 ％ 回答者数 ％
那須塩原市
大田原市 　
那須町
日光市
今市市
さくら市
那須烏山市
宇都宮市
鹿沼市
真岡市
県央 益子町
壬生町
芳賀町
上三川町
佐野市
下野市
小山市
足利市
栃木市
野木町
無回答 無回答
計
県北
県南
 
回答数 ％
１　県の借上民間賃貸住宅　
６　自己負担のアパート　　
４　雇用促進住宅　　　　
７　その他
５　知人・親戚宅　　　　　
２　県営住宅　　　　　　　
３　市町村営住宅　　　　　
無回答
計
 
1人 2人 3人 4人 5人 6人 合計
区域１
区域２
区域外
無回答
　 　 　 　
合計
区域
家族の人数
回答数 ％ 回答数 ％
１週間に１回 　 　
３ヶ月に１～２回 　 　
ほどんどない
全く行き来はない
無回答
　 　 　 　
計
１ヶ月に１～２回
回答数 ％
３万円以下
３～５万円
５～７万円
７～１０万円
１０万円以上
二重生活はしていない
無回答
　 　
計
　
　
　
　
5 緊急時避難準備区域
6 特定避難勧奨地点
7 指示・指定なし
0 警戒区域
1 計画的避難区域
2 帰宅困難区域
3 居住制限区域
4 避難指示解除準備区域
請求した 請求して
いない
無回答 合計
8 福島県その他
9 福島県以外
無回答
　
　
20 阪本 公美子・匂坂 宏枝
4  家族の健康状態について
本人そして家族の心身の健康状況についても
伺った。「震災後、あなたの健康状態に変化あり
ましたか」という問いに対しては、「悪くなった」
（37名、34%）と「悪くなる不安がある」（36名、
34%）を合わせると、７割以上の回答者が健康不
安を抱えている（図8）17。
図 8．震災後の健康
世帯の家族構成でみると、高齢者がいる世帯
に、「悪くなる不安がある」世帯が多い（図9）18。
子どもの有無による統計的に有為な差はみられな
かった 19。
図 9. 健康状態に変化はありましたか
　　（高齢者がいる・いない別 )　
「悪くなった」と回答している女性の、年齢別
の具体例は、以下の通りである。疲れやすくなっ
た、という回答や精神面での状況の悪化も複数み
られるが、震災 1 年後、乳がんが発覚した、とい
う回答もあった。また、「悪くなる不安がある」
女性には、「がんの疑い」（30 代）、「どのくらい
放射能の影響があるか心配」（40 代）という回答
もあった。
＜ 30 代＞ じんましんでつらかったが、現在は良く
なった
 めまい、耳がとおくなった
 生活習慣病と精神的な病
 精心面がおちつかない　胃痛　自律神経
の失調
 体重が減った。
 疲れやすくなった
 疲れやすく感じる
＜ 40 代＞ 色々な疾患が判明した。
 震災一年後、毎回検診していて異常なかっ
たのに乳ガンがわかり、療養もしてい
る。
 生活習慣病が出てしまった。
 息子がリハビリをうけられなくなり、体
がかたくなった。
 不安を感じての生活に精神面の状態が悪
くなった
＜ 50 代＞ 血圧．関節痛等
 精神的につかれる
 不眠、不安、むくみ
＜ 60 代＞ 狭心症が起きるようになった。
 血圧が高くなった。眼が見えずらくなっ
た。
 頭痛、目のアレルギー
 脳梗塞
 避難後２回入院療養中
＜ 70 代＞ 経済的余裕がないので節約に限界
 目（紫内、足−歩行不自由）
「悪くなった」と回答している男性の具体例は
以下の通りである（年代別）。
＜ 20 代＞ 体重が増えた
 本人：慢性胃炎（マンセイイエン）
 目が悪くなった
＜ 30 代＞ すぐにつかれる
 腰や首に痛みを感じるようになった。
＜ 40 代＞ HbA1C が悪化
 不規則な生活による心身不安
＜ 50 代＞ 心不全
 体重の減少、眠れない
 不眠、うつ病、精神的なこと（老人のか
いご）
＜ 60 代＞ 肥満で動作がにぶい
家族に、身体上特別な配慮もしくは生活上の支
援を必要としている回答者は、24名（22%）いた。
具体的には、複数回答を含むと、要介護者（11名）、
障がい者（6名）、長期間の通院または入院（4名）、
妊産婦（2名）などである。
こころの健康についても、不安や心配を感じて
悪くなった, 
37, 34%
悪くなる不
安がある, 
36, 34%
変わらない, 
31, 29%
無回答, 3, 
3%
12
25
19
17
6
25
2
1
0% 20% 40% 60% 80% 100%10% 30% 50% 70% 90%
高齢者がいる
高齢者はいない
悪くなった 悪くなる不安がある 変わらない 無回答
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いる家 族がいるかどうか、 訊ねたところ、64 名
（60%）が「いる」と回答した（図10）。家族構成
でみると、高齢者がいる世帯には、高齢者がいな
い世帯と比較すると不安を感じている家族がいる
人が多い（図11）20。子どもの有無に関しては、差
がみられなかった 21。
図 10．こころの健康に不安のある家族
図 11. こころの健康に不安や心配のある家族　
（高齢者がいる・いない別）
具体的な状況としては、「気分が落ち込む」（39
名）、「いらいらする」（33名）、「眠れない」（25名）、
「食欲がない」（8名）などがあった。「その他」
という回答も16名いたが、まず、女性の具体例を
みると、以下のとおりである（年代別）。パニック
発作、PTSD、家族とも話したくないなど、深刻な
記載を含む。
＜ 30 代＞ パニック発作の再発
 つかれる。
＜ 40 代＞ PTSD
 勉強に集中できなくなった。
 毎日悪夢を見る。外出したくない
 不安、心配性
＜ 50 代＞ すぐに涙が出てくる・家族とも話をした
くない
 ストレス発散の為のネット通販が増えた
 両親と離れて、たまにしか会えないので
不安定
男性の具体的記述は、以下のとおりである。
＜ 20 代＞ 子供等転校に供う精心状態
 なんとなく。
＜ 40 代＞ 酒の量が増えた
＜ 50 代＞ 認知、仕事、老人への不案、住宅の不案
＜ 60 代＞ 将来の生活が不安
5  子育てについて
まず、「子育て中の方」か、「子育て中ではない方」
か、回答を求めたが、質問の提示方法が不明瞭で
あったため、無回答が72名（67%）であった。よっ
て、前述の家族構成に関する記載より、乳幼児が
いる子育て世帯は39名（36%）と小学生以上がい
る子育て世帯が21名（20%）を、子育て中とした。
子育て中の方に、「お子さんの教育や子育てに関
して困っていること、不安に思っていることがあ
れば教えてください」と訊ねたところ、「学校など
で皆と仲良くできているか」（15名）、「子どもを同
世代の友達と遊ばせたい」（15名）、「教育・保育
にかかる経済的負担」（13名）、「学校の勉強につ
いていけるのか」（12名）、「子どもの心のケアの方
法」（9名）、「仕事に就きたいが、保育園・幼稚園
が決まらない」（3名）、「保育園に空きがなく、幼
稚園にしか空きがない」（1名）が選択された。さ
らに、「その他」（15名）を選択した回答者は、以
下の具体的な記述を行っている。
＜女性＞
＜ 30 代＞ １人で子育てをしているので、私自身へ
の負担が大きい。祖父母となかなか会
えなくなった。福島の友人（子供の）
となかなかあそべない。自主避難なの
で、福島に残っている友人もいるのに、
なぜ自分達だけが避難しているのかが
分からないと子供が言っている。福島
のニュースがテレビでやっているとテ
レビを消してしまう。
この先福島出身という事でいじめにあわ
ないか。
安住先が決められず、進学先に不安があ
る。 
進学について 
南相馬市は一切県外避難者の健診などの
情報を教えてくれず全て自分で調べな
ければならない。
＜ 40 代＞ ひんぱんに休日に郡山に戻っていますが、
既に子どもは郡山の友達とは連絡を取
いる,  
64, 60%
いない, 
41, 38%
無回答, 2, 
2%
27
37
10
31
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
高齢者がいる
高齢者はいない
いる いない
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り合っていないので、長期の休みに遊
び相手がまったくいないのが悩みです。
自分が疾患で入院する際、子供の面倒み
てくれる人が身近にいない。
 父親と別居しているため、子供と父親と
の関係。
 友だちとの交流がうまくいっているか。 
＜ 50 代＞ いずれは別れなければいけない友達ち、
自分達ちとのつながり方  
＜ 70 代＞ 教育費をかけても福島と言うだけで心配
が有る。
＜男性＞
＜ 20 代＞ 精心的なもの、諸々
 福島からの避難だと知られたらへんけん
がありそう
このようなさまざまな悩みについて、「あなた
が子育てに困ったり、悩んだりしたときに、相談
できる相手はいますか」と訊ねたところ、「はい」
といる回答者は 26 名（子育て中の回答者のうち
44%）、「いいえ」といない回答者は 14 名（23%）
であったが、「相談できるときと、できないとき
がある」回答者も 20 名（33%）いる。
相談する相手（複数回答）は、「配偶者」（38 名、
子育て中の回答者のうち 63%）、「父母・義父母」
（20 名、33%）、「栃木県に来てからできた栃木の
ママ友」（15 名、25%）、「福島県にいるママ友」（13
名、22%）、「福島県から栃木県に避難しているマ
マ友」（7 名、12%）、「現在居住している地域の
保育士や保健師等」（3 名、5%）、「その他」（10 名、
17%）であった。その他の回答では、「特にいない」
「いない」「以前からの友人」「昔からの友人」「地
元にいる自分の友達ちなど」「タイミングが合え
ば学校の先生」「山形に避難しているママ友」「Ｓ
ＮＳでできた友人。ゲームの友人」などと具体的
な記載があった。
「お子さんは毎日通学していますか」という
質問に対しては、「毎日通学している」（46 名、
77%）が最も多かったが、「通学していない」（5 名、
8%）、「時々休む」（3 名、5%）という回答もあっ
た。「毎日通学している」以外に回答した理由と
しては、「まだ５ヶ月」という回答もあったが、「ぜ
ん息のため」や「体調不良等」という健康上の理
由も挙げられていた。
「現在、お子さんは保育園または幼稚園に入園
していますか」という質問に対しては、「就労し
ていないため保育園に入園できなかった」（3 名）、
「希望する幼稚園に入園できなかった」（1 名）回
答者がいたが、「住民票を移していないため入園
できなかった」回答者はいなかった。それ以外の
回答は、「子供はすでに小学校以上」（18 名）、「幼
稚園に入園する年齢に達していない」（6 名）、「保
育園に入園する必要がない」（7 名）、「その他」（入
園できたなど、11 名）であった。
子育て中に、リフレッシュや、息抜きをできる
場所があるかどうか訊ねたところ、「ある」回答
者は 34 名（57%）、「ない」回答者は 26 名（43%）
であった。
子供を遊ばせる場所については、45 名（75％）
が「ある」、10 名（17％）が「ない」と回答した。
具体的な場所としては、公園がほとんど（25 名）
であったが、近所、プール、子ども館、学校、アパー
トの庭や駐車場、妻の実家、両親の家、子育てサ
ロン、支援センター、「ちかくにないのででかけ
る」、「公園あるけど子供が不審者がいると言って
いきたがらない」、という回答もあった。
Ⅱ　状況への対応に関するアンケート結果
1　原子力損害賠償について
東電損害請求賠償をしたかどうか訊ねたとこ
ろ、77名（72%）が請求をしており、28名（26%）
が請求していなかった。請求していない理由は、
以下の通り記述されていたが、自主避難・指定区
域外であるため、無理だと感じ、請求していない
回答者がほとんどであった。
自主避難だからです。   
自主避難なので。
自主避難なので請求出来るのか　請求の対象がわか
らない　高速代、ガソリン代位は請求したい
自主避難のため    
自主避難のため    
自主避難は何をどうやって請求すれば良いのかわか
らない 
いわき市出身であり、自主避難だから  
指定区域外だから    
指定区域外のためどうしていいかわからないし、避
難区域外であいてにしてもらえないと思うので 
避難区域ではないため。   
どうせ無理    
請求しても支払われないと思うから  
23
どのようにしていいのかわからないため  
よくわからないため    
手続き中     
東電からの賠償送付に基づいて請求するだけ  
今後請求していきたい。   
今は無職ですが、その時は働いていたので、南相馬
市にいる親と一緒にしてもらい請求したので 
区域別にクロス集計したものが、図12であるが、
実際、請求していない回答者は、区域外に集中し
ている 22。区域外で請求したこの6名は、20代か
ら40代の世帯であり、全ての18歳までの子どもが
いる子育て世帯であった。また、この内5世帯が
東電へ直接請求をし、1世帯は不明である。
図 12. 東電へ損害賠償請求しましたか
区域内では、区域詳細でみた場合、居住制限区
域（2名）、警戒区域（1名）、緊急時避難準備区域 (1
名 )、特定避難勧奨地点（1名）でも請求していな
い回答者もいる（表8）。
表 8．東電へ損害賠償請求しましたか（区域詳細別）
年代をみた場合（図13）、請求していないのは、
30代から50代、そして80代に集中している 23。こ
れは、前述のとおり、区域外の回答者が、30代か
ら50代に集中していること（図3）とも関連してい
ると考えられる。
図 13. 東電へ損害賠償請求しましたか（年代別）
請求内容は、「財物賠償」が28名（請求した77
名のうち36%）、「精神的被害」が56名（73%）であっ
た（複数回答）。請求方法は、「東電に直接請求し
た」回答者は72名（94%）、「原子力損害賠償紛争
解決センターに申立て」は8名（10%）であり、「訴
訟を提起した」回答者はいなかった。
損害賠償について専門家に相談したり、説明会
に参加したのは、26名（24%）に限定されており、
70名（65%）が参加していない。参加していない理
由については、以下のとおり記載されている。
＜便が悪い＞
子どもを預けることができないので
子どもが小さいし、遠くなので。
仕事がある為
仕事が忙しい
時間がない。
就労していると時間がとれない
日程が合わない
説明会へ行く日程とのつごうが合わない
相談できる場所が近くにないから
説明会場が遠いため
近くで相談会などをやっていない。個別だと自宅に
来てもらうしかないので相談しずらい。理解しに
くいが TEL などで対応している
＜あきらめ＞
あきらめ
しても仕方ない
3.11震災から2年半経過した避難者の状況
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請求していない
請求した
１９．東電へ損害賠償請求しましたか。（年代別）
図１３
20代 5 83.3% 1 16.7% 6
30代 21 70.0% 9 30.0% 30
40代 14 63.6% 8 36.4% 1 4.5% 22
50代 8 61.5% 5 38.5% 13
60代 20 95.2% 1 4.8% 21
70代 9 90.0% 1 10.0% 1 10.0% 10
80代 0.0% 2 100.0% 2
無回答 0.0% 1 100.0% 1
　   　
合計 77 28 2
図9.東電へ損害賠償請求しましたか（年代別）
年代 請求した 請求していない 無回答 人数合計
20代 5 1 6
30代 21 9 30
40代 14 8 1 23
50代 8 5 13
60代 20 1 21
70代 9 1 1 11
80代 2 2
無回答 1 1
合計 77 28 2 107
無回答 人数合計年代 請求した 請求していない
5
21
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請求した 請求していない 無回答
22,25 2
回答数 ％
浪江町
南相馬市
富岡町
郡山市
福島市
いわき市
大熊町
双葉町
楢葉町
田村市
西郷村
相馬市
本宮市
伊達市
小野町
伊達郡
川内村
飯舘村
無回答
計
回答数 ％ 回答数 ％
０　警戒区域
１　計画的避難区域
２　帰宅困難区域（区域再編後の記入）
３　居住制限区域（区域再編後の記入）
４　避難指示解除準備区域（区域再編後の記入）
区域２ ５　緊急時避難準備区域
６　特定避難勧奨地点
７　指示・指定なし
区域外 ８　福島県その他
９　福島県以外
無回答
計
区域１
無回答
 
回答数 ％ 回答者数 ％
那須塩原市
大田原市 　
那須町
日光市
今市市
さくら市
那須烏山市
宇都宮市
鹿沼市
真岡市
県央 益子町
壬生町
芳賀町
上三川町
佐野市
下野市
小山市
足利市
栃木市
野木町
無回答 無回答
計
県北
県南
 
回答数 ％
１　県の借上民間賃貸住宅　
６　自己負担のアパート　　
４　雇用促進住宅　　　　
７　その他
５　知人・親戚宅　　　　　
２　県営住宅　　　　　　　
３　市町村営住宅　　　　　
無回答
計
 
1人 2人 3人 4人 5人 6人 合計
区域１
区域２
区域外
無回答
　 　 　 　
合計
区域
家族の人数
回答数 ％ 回答数 ％
１週間に１回 　 　
３ヶ月に１～２回 　 　
ほどんどない
全く行き来はない
無回答
　 　 　 　
計
１ヶ月に１～２回
回答数 ％
３万円以下
３～５万円
５～７万円
７～１０万円
１０万円以上
二重生活はしていない
無回答
　 　
計
　
　
　
　
5 緊急時避難準備区域
6 特定避難勧奨地点
7 指示・指定なし
0 警戒区域
1 計画的避難区域
2 帰宅困難区域
3 居住制限区域
4 避難指示解除準備区域
請求した 請求して
いない
無回答 合計
8 福島県その他
9 福島県以外
無回答
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相談しても仕方ないのかと思って
しても無駄な気がするので。（どうせ東電は支払わな
いと思ってしまう）
どうせムダだから。
どうせ無理
もらえないと思っているから
無理だと思った。
自主避難者は何の保証もされない
特に対象とされていないから。
損害賠償の対象にはならない。
＜分からない＞
何も分からない為（損害賠償請求ができること等）
何を請求するか分からない
どのような損害、賠償されるかの解釈が、わからない。
わからなかった。
どこでしてるのか、まったくわからない
どこでやるかわからない。これ以上良くなりそうに
ないから
どこで説明会等あっているのかわからない
＜精神的・信頼できないなど＞
H23.3/12 の朝、1F から顔をかくしながら先に逃げた
社員数人の顔が忘れられず、イライラしたり心底
撃沈したりしてしまう。
精神的に追いついていかない。気持ちが沈む
所詮他人ごとで親身になって考えてくれそうにない
から
遠い、はずかしい
電話すると一人一人説明誤なるため信用していない
　その人その人でなぜ担当が説明がちがうか
＜その他＞
これからしたい
宅地などこれから専門家に相談したい
父にまかせていたから
父母にまかせているため
長女が請求してくれた
損害賠償請求書の書き方を直接 TEL で問い合わせま
した。
請求書通りで作成
必要なかったので
特になし
子どもをあずけられない、仕事と合わない、遠
いなどと、便が悪いために参加していないと記載
していた回答者は、多かった（11名）。無理だから、
対象とされていないから、という理由であきらめ
ている回答も多かった（11名）。さらに、請求内容
や説明会の情報が分からないという回答も少なく
なかった（7名）。5名は、信頼できない、精神的に
参加するのが難しいという理由を挙げている。例
えば、「H23．3/12の朝、1Fから顔をかくしながら
先に逃げた社員数人の顔が忘れられず、イライラ
したり心底撃沈したりしてしまう。」、「精神的に追
いついていかない。気持ちが沈む」、「所詮他人ご
とで親身になって考えてくれそうにないから」、「電
話すると一人一人説明誤なるため信用していない
その人その人でなぜ担当が説明がちがうか」など
と具体的に記載している。さらに、「遠い、はずか
しい」といった理由もあった。
損害賠償の理解度については、「低い」「１」（19
名、18%）と「２」（24名、22%）を合わせて、4
割が理解度が低いことが分る（図14）。
他方、財物への損害賠償金額の満足度は、「低
い」「１」（47名、44%）と「２」（19名、18%）を
合わせると、6割が満足度が低い（図15）。さらに、
精神的被害への賠償金額の満足度は、「低い」「１」
（59名、55%）、「２」（23名、22%）と、8割近く
の回答者が満足していないことが明らかになって
いる（図16）。
図 14．損害賠償請求方法の理解度
図 15．財物への賠償金額の満足度
図 16．精神的被害への賠償金額の満足度
2　今後について
今後の予定については、過半数の55名（51%）
が、「これからの状況次第で決めたい」と回答して
いる（図17）。「栃木県内で定住する予定」も31名
（29%）いたが、「避難元の県に戻る予定」の回答
者は10名（9%）に留まった 24。
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図 17．今後の予定について
「自宅もしくは避難元の県に戻る予定の方へ。
戻るのはいつですか」という質問に対しては、81
名（76%）が無回答であり、決定していないこと
が分かる（図 18）。回答の中では、10 名（9%）が、
借上げ住宅制度が終了したとき、と回答している。
図 18．自宅・避難元に戻る時期
とちぎ暮らし応援会の集計結果と比較すると、
「栃木県内で移住する予定」の回答者の比率は
2011 年 10%、2012 年 19%、2013 年 29% へと年々
増加し、「避難元の県に戻る予定」の回答者は
2011 年 22%、2012 年 16% か ら 2013 年 9% へ 次
第に減少した。しかし、「これからの状況次第で
決めたい」という回答者はそれぞれ 62%、58%、
55% と若干減少している程度であり、依然とし
て先行きの見えない生活をしている避難者が多数
を占めている。
3　不安や相談場所、支援法について
「現在の避難生活で困っていること」（複数回答）
を訊ねたところ、「先が見えないことへの不安」（81
名、76%）が最も多く、8 割近くに上った。次いで、
「精神的に不安定」（41 名、38%）、「家族が離れ
離れであること」（40 名、37%）、「情報不足」（38 名、
36%）、「居住環境」（37 名、35%）、「健康上の問
題」（37 名、35%）、「生活費が十分でない」（36 名、
34%）、「居住地の放射能汚染」（36 名、34%）、「子
どもの教育」（29 名、27%）、「仕事が見つからない」
（20 名、19%）、「交通の便」（12 名、11%）、「その他」
（7 名、7%）が選択されていた（図 19）。「その他」
の具体的な記載は、以下のとおりである。
避難していない両親の健康。何かあってもすぐにか
けつけることができない。  
両親のこと    
福島県だけでなく、栃木でも高速道路の無料化をし
てほしい。
住宅地を求めること   
これから先の住まいがない亊  
お米、野菜を事故前の様に自給自足したいです。事
故前の家、土地（田畑）を返してほしいです。 
図 19．現在の避難生活で困っていること
相談できる人についても訊ねた。「身近に生活
上の情報や、日常的な悩み等を相談できる人はい
ますか」という質問に対しては、55 名（51%）が「い
る」と回答したが、46 名（43%）が、「いない」
と回答した。とちぎ暮らし応援会のアンケートで
「いない」と回答した 2011 年 37％と 2012 年 38%
よりも、比率として増加しており、避難者の孤立
化はさらに進行している。
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「専門的な悩みについて相談できる場所や人を
知っていますか」という質問には、わずか 23 名
（22%）が「知っている」と回答し、75 名（70%）
が「知らない」と回答した。
戸別訪問についても伺い、「戸別支援を受けま
したか」という質問に対しては、26 名（24%）が「受
けた」と回答し、74 名（69%）が受けていない
と回答した。受けた回答者のうち、21 名が「受
けてよかった」、3 名が「なくてよい」と回答し
た。受けていない回答者のうち 25 名が「必要」
と回答しており、37 名が「不必要」と回答した。
受けていないが、必要と回答し、連絡先が明記し
てある回答者には、とちぎ暮らし応援会、及び栃
木カウンセリング学会に訪問支援を依頼した。
「原発事故子ども・被災者支援法」について知っ
ているか訊ねたところ、「知っている」と回答し
たのは 24 名（22%）に限られており、77 名（72%）
が「知らない」と回答している。
4　必要としている支援について
それぞれの回答者に、13 項目の支援内容につ
いて、その必要性を５段階で評価してもらった結
果、必要性がもっとも高い「5」、ならびに高い「4」
評価をした回答者率は、図 20 の通りとなった。
昨年度も類似したアンケート調査を行ったが、
「（1）高速道路の無料化及び他の交通手段による、
避難元と避難先を行き来するための交通費の助
成」は、昨年度と引き続き「5」と「4」を合わせ
ると、9 割以上の回答者が必要と判断している。
健康関連の支援は、昨年度に増して、必要と評
価する回答者の割合が多かった。「（9）住民票の
移動にかかわらず、今後の被害に応じた柔軟かつ
無料の検査・医療体制」は、9 割の回答者が必要
と評価している。また、「（10）18 歳以下の子ど
もの内部被曝線量の測定と、無料での継続検査」
や「（11）甲状腺検査等、放射線の健康影響に関
する検査の実施、健康相談や治療の県外での受付、
検査結果の開示・説明」は、87％と、同様に 9 割
近くの回答者が必要と判断している。後者につい
ては、昨年度も類似した項目に関して、77% が
必要な支援と評価していることを鑑みると 25、必
要性が増加している。
避難先自治体の支援についても、多くの回答者
にとって必要性が高い。「（4）避難先自治体の対
応状況によって不利益を受けない対応」について
は 86%、「（6）住民票の有無による不利益を受け
ない柔軟な対応」は 82% の回答者が必要と評価
している。
「（15）損害賠償に関する情報の提供、相談会の
開催、請求手続きの支援」についても、86% の
回答者が必要であると評価している。相談会への
不参加が 76％であったことや参加できていない
理由と照らし合わせると、相談会の開催に関する
情報の徹底、有職者に対する時間の配慮、子育て
世代に対する託児所の提供などの配慮が必要であ
ろう。
「（5）自主避難者に対する支援」については、
75％が必要な支援と評価している。他項目と比較
すると高くはないが、自主避難者と考えられる区
域外の回答者は、24% であることを考えると、
多くの自主避難者以外の回答者も、必要な支援と
認識していることが分かる。
「（13）高齢者、要介護者、障がい者などのいる
避難者世帯への支援」は、88%に上った。こちらも、
身体上支援が必要な家族がいる回答者が 22％、
高齢者がいる家族は 39 名（36%）に限られてい
ることを照らし合わせると、高齢者・要介護者・
障がい者がいない回答者も、重要な支援であると
認識していることが伺える。
「（7）避難先での雇用の促進などの就労支援」
については、74% であり、前述で述べたとおり
24% が「すでに復職」している、14% が「別の
仕事に就いた」ことと照らし合わせると、妥当な
比率である。
住居に関する要望もある。「（3）現在住んでい
る仮設住宅（借り上げ住宅）の延長・長期化をす
る」については、85% が必要な支援と評価して
おり、昨年と引き続き、9 割の回答者が必要とし
ている。県の民間借上げ住宅に避難しているのが
回答者の 66% であることを考えると、民間借上
げ住宅に避難しているほぼ全ての回答者が必要と
している支援といえるだろう。さらに、「（2）現
在住んでいる仮設住宅（借り上げ住宅）から別の
仮設住宅（借り上げ住宅）へ転居を認める」こと
も、72% の回答者が必要であると評価している。
転居も、民間借上げ住宅に住んでいるほぼ全ての
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（１）交通費助成 ４.７
（９）無料の検査・医療体制 ４.６
（11）放射線影響の健康検査・相談 ４.５
（10）子どもの内部被ばく線量検査 ４.４
（４）避難先自治体の対応 ４.４
（６）住民票の有無に無関係の対応 ４.４
（15）損害賠償の情報提供・支援 ４.４
（５）自主避難者支援 ４.２
（13）高齢者、要介護者、障がい者支援 ４.５
（７）就労支援 ４.０
（３）仮設住宅延長・長期化 ４.３
（２）仮設住宅の転居 ４.０
（12）食物の放射線量測定と情報提供 ４.３
（８）医療・福祉の情報提供 ４.３
（16）定期的な情報発送 ４.３
（14）子育ての情報提供 ３.９
要望がもっとも高い 要望が高い*平均値=必要性が「低い」1⇔「高い」5の5段階評価の平均値
図 20．要望の高い支援
28 阪本 公美子・匂坂 宏枝
回答者が望んでいる支援であり、避難期間が長期
化し、家族の状況が変化する背景もあり、昨年度
の 65% より増加している。住居に関しては、後
述の自由記述に多くの回答者が記載している。
情報公開や提供についてもニーズは高い。「（12）
食品の詳細な放射線測定と情報公開」、「（8）避
難先地域での医療や福祉に関する情報の提供」、
「（16）避難者向け情報の定期的な発送」、いずれ
も 83% と高く、「（14）子育てに関する情報提供、
相談、情報交換の場」も、72%（子どもがいる世
帯は、56%）に上る。
2011 年のとちぎ暮らし応援会のアンケートで
も、89% が行政の支援情報を「ほしい」、75% が
民間の支援情報を「ほしい」と回答している結果
と一貫したニーズであるといえる。
Ⅲ　その他の意見や要望の自由記述
アンケート末尾、「その他、ご意見・ご要望が
ありましたら、ご自由にお書きください」には、
多くの声が寄せられていた。1. 状況に関すること、
2. 東電・国に対すること、3. 自主避難者支援に関
すること、4. 借上げ住宅に関すること、5. 避難先・
避難元に関すること、6. その他、それぞれについ
て、紹介する。
1　状況
状況に関する声を紹介すると、それぞれ、仕事、
子育て、そして精神的負担という、それぞれの切
実な状況が伝わってくる。
県外避難をしたが親族は福島県の為、帰省の際の距
離感と金銭的負担があり、震災前のように気軽に帰
省できなくなってしまった…。県外避難したものの、
定職（正社員）雇用の件数が少なく、生活面で不安
が大きい。（30 代女性）
私共夫婦は仕事もあり年金もありの生活でしたが息
子は仕事も会社も地元の為、仕事も失いなかなか見
つからず困ってます。大学出てから 20 年同じ会社で
働いてたのでなかなか決心もつかずいろいろと大変
な毎日です。（70 代女性）
子供が中、高、大学生という、一番むずかしい年代
になり住居環境、精神的不安など表面に出にくい問
題が山積しています。夫も単身赴任先で苦労してい
るので、なかなか相談しても良い解決法が見つから
ず毎日不安でいっぱいです。先の見えない生活がこ
んなにつらいとは、思いませんでした。（40 代女性）
私達への支援を有難うございます。あの日以来、人
とお話する事で恐怖心が高まり不眠や精神面で落ち
込んでしまいます。（私達の苦しみの声が届かない）
アンケートは全身（全心）で答えさせて頂きます。（40
代女性）
戻る、戻らない、判断はそれぞれあるが、家族
内でも意見が不一致している状況も垣間見えた。
避難者達の心を思うと一こくも早く復興して故郷（ふ
るさと）に戻りたい気持で一ぱいです。よろしくお
願いします。（60 代女性）
戻りたいけど戻ることはできません。（40 代女性）
戻りたい戻りたくないで意見が分かれ原発離婚にな
りそうで怖い‥これからどう生きていったらいいの
か不安‥悩みを共有できるような人がいたら心強い
のですが…（60 代女性）
2　東電・国に対して
東電や国に対する強い憤りの声も多数（9 件）
あり、アンケート結果でみられた賠償に対する不
満足だけでなく、現状復帰できないことへの苛立
ちの声が目立つ。
東電に対するいかりしかない　お金で解決できない
ものはどうするつもりか？？（30 代女性）
何故、栃木県内だけ東電説明会が開催されないのか、
不思議に感じている。（30 代男性）
県外に避難しており、その避難先ではあたたかく（何
事もなく、変わらず）向かえて頂いております。定
住も考えたいのですが避難元のローンも有り、賠償
をもっとしていただかないと、二重ローンになりま
す。最低でも前の生活レベルに戻りたいです。（30
代男性）
福島の家は車イスで生活している息子のためにバリ
アフリーの新築の家だった。学校にも車イスで通い、
充実していた。栃木ではバリアフリーの家ではない
ので、家族の負担も大きい。障がいを持つ人間にとっ
て環境が激変したことは大きく、東電は、何らかの
対応をすべき。通院していた病院にも通えなくなっ
てしまった。（40 代女性）
これから先、前進して行こうと思っても、それを阻
む物があり不安定な状態です。まず東電の対応、公
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平かつ迅速ではないという事、福島原発の事故処理
問題、無責任過ぎます。国に対しても同じ避難して
いる人達の人権無視など。アンケート書くだけでも
血圧が上がり体調が悪くなります。（50 代女性）
除染後、安全確認　室内清掃後帰宅予定。家族内で
も安全感の度合異なること。放射能検査測定　安全
基準値　一部ヨウ素、セシウムだけであり、他の成
分はどうなっているの？何も言わないけど安全？安
全基準値に他の要素　食物、地表面完全ではないの
に宇宙線検査等含まれると、オーバーしてしまうの
に。福島県内、外で情報、扱われかた、支援、ちがっ
ていたこと。帰宅準備でハウスクリーニング期限つ
きであった。３月末日までだった（当方は）範囲に
ついても前もって指示されたのと異なる。査定であっ
た。これは東電の後出しジャンケンのようで不正で
はないか。今までも、今後も事業の点においても全
面的に何か不正をしてきて、これからも行なって行
くのでは不信だらけです。（60 代女性）
ＴＶや新聞などて東電のニュースが目に入ると、気
持がイライラ、見たくないけど確かめたい気持も、
今だに続いています。そういう気持をはき出す所が
ない。（60 代女性）
２年５ヶ月が過ぎても何一ツ心が満される事は有り
ません。東電・国のあいまいな態度・避難者の気持
ちでとか言葉は聞くけれど、住まい 1 番必要とする
人間として、国民としてのあつかいはされていない
気がする。日々です。東電の賠償は大切な（家・土地）
の件はもう少し国が先に立ち、進めるべきで有ると
思う。（賠償の金額次に進めない事しってほしい。（小
さくても、家族と一緒に生活する幸を下さい。）（何
がアベノミクスだか福島を３・11 を忘れたのか、政
治家達にしか見えない。）（70 代女性）
3　自主避難者支援・保証
自主避難者の支援に関する声も複数寄せられて
おり、支援が不十分である状況が分かる。
自主避難の方は、保育園へ受けつけられないと伺い
ました。経済的にも負担があり大変なので働きたい
母親の為に、保育園への受け付けは認めるべきだと
考えます。子どもは、避難先の学校や地域になじむ
事ができていますが、私はなかなかなじめません。
避難後に子ども授かり、「避難してきた人が結こう子
ども産んでいるんだよネ」とひなん的な事を言われ
たり、こんな状況なので、ちょっとした言葉でも傷
つきやすくなっています。（30 代女性）
被災者支援といいながら、避難区域外はまったく無
視されている今の現在にかなり不満。（50 代男性）
○自主避難者にも、少し保証（支援金）があればと
思います。
○自主避難者はつらいです。自主避難の言葉さえ報
道されないので理解されていない。
○半径何Ｋ、何Ｋで決めるのは不思議です。
○その他除染の件、住まいの件等々知りたい亊が沢
山ありますが…自主避難のため記入する亊は出来ま
せん。（70 代女性）
自主避難者への対応が悪いと思います。福島市は実
は線量は高いのに、どうして、国は差を付けて、い
ろんな面で不利にするのか？線量の高い所には、正
直に公開して、差別なく国が対応するべきです。（年
齢無回答　女性）
特に、自主避難者に対する支援をお願いしたいです。
二重生活の為、光熱費が単純に２倍です。子供の教
育費も、新潟県村上市に自主避難した友達は幼稚園
の学費が全額無料で、制服まで支援していただいた
そうです。栃木県内でも、水道代を補助してくれる
市町村があると聞きました。それから、借り上げ住
宅の長期化を望みます。このままだと、帰りたくな
いのに、戻らなければならなくなります。宇都宮市
以外でどのような補助や支援があるのか詳しく知り
たいです。もちろん、宇都宮市の情報もお願いします。
（40 代男性）
4　借上げ住宅
借上げ住宅（仮設住宅）の延長・長期化に関し
ても、また転居に関しても、多くの記述が寄せら
れていた。借上げ住宅については、栃木県におい
て他県と比較すると延長の知らせが遅く、それぞ
れの家庭が長期的な視野で計画を立てられない、
という問題が以前からある。そういった意味で、
長期化に対する希望も多くあがっている。
借り上げ住宅は来年の 6 月で打ち切られるそうです
が、先がみえなく、（子どもも小さい為福島に戻るつ
もりはない）今後、どこで生活していいのか悩み中
です。毎日、毎日、難題をかかえながら、いいそれ
でも生きなければと頑張っているところです。お世
話になりました。今後ともよろしくお願い致します。
（30 代女性）
支援ありがとうございます。このまま延長していた
だけると大変助かります。（30 代女性）
借り上げ制度も来年の６月までとなっています。そ
の先延長になるのか早目に知らせていただかないと
今後の計画ができません。高速の無料措置もそうで
すが、期限ギリギリになってから“延長”ではなく、
十分前もって制度の延長、打ち切り等知らせて欲し
いです。（40 代女性）
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いつも、情報案内を送付いただき感謝しています。
家族と離れ子供と二人だけで誰も知り合いもいない、
この土地で生活しています。子供の教育やこれから
先の借り上げの延長について何か情報等ありました
ら、教えて下さい。お願いします。（40 代女性）
私は自主避難ですが、栃木県の借り上げ住宅に入居
させていただき、大変感謝しております。息子（三 1）
は幼い頃からの病気があり、ストレスが一番からだ
に良くないと言われているので、こちらヘの自主避
難を決めました。震災当時は中 2 でしたので、いよ
いよ中 3 になり進路をどうするかという時、福島市
内の高校への進学を決めていましたが、福島を離れ
た方が良いということになり、栃木県内の高校への
進学を決め、無事に○○高校に入学することが出来
ました。お陰様で、現在、のびのびと、サッカー部
に入り、文武両道に励んでおります。借上げ住宅の
延長をあと 1 年希望しております。（50 代女性）
借り上げ住宅（仮設住宅）の転居についても、
複数の声があがっており、避難生活が長期化する
中で、家族構成の変化に伴い、生活が円滑にでき
ない状況が伺える。
避難してきて時がたって、結婚して子どもできて部
屋せまく休める場所がないです。もう一度、借上住
宅をやって住みかえがしたいです。（20 代男性）
借り上げ住宅の転居を一、二回は認めてほしい。（仕
事、学校等や、借上げ場所の人間関係などという意
見で）情報が少ないので教えてもらえるとありがた
いです。（20 代男性）
福島市内は避難区域になっていないのに、いまだに
線量が高く、除線も進んでいない状態です。子供の
健康を思い、自主避難しましたが、知人も居なく不
安な日を送っています。主人も宇都宮に来て仕事に
つき、除線が終るまで福島には帰れないので、別の
借上げ住宅への転居を強く希望します。あと、もし
戸別訪門に来て頂けるようでしたら、ぜひお願い致
します。（30 代女性）
上記にもありますが、現在住んでいる借り上げから
別の借り上げへの転居を認めてほしいです。（ここに
住むことに決めた時は短期間でアパートをさがした
り、二重生活だったが、現在は家族７人で住んでい
るためとても狭い！）いろいろ状況も変わっている
ため（40 代女性）
借り上げ住宅を使用して延長は大変うれしいのです
が当所は思うようなところがなくペットもいたこと
からだ協があった！最近は母も 89 才になり足がよわ
り段差やおふろの古さで困っています。別の所へ移
してはもらえないのでしょうか（50 代男性）
これ程長期化することは想定出来ず、まず、駅近（そ
の時は車はなかったため）と考え現在 1DK に入居し
ている、しかし、これ先先、2 年、3 年と長期に考え
ないといけなくなって来ているのが現状、住み変え
を考えているが、栃木県生活部消防防災課では、そ
れを認めず、やりきれなさを感じています。実際家
賃は月／ 1000 円の上積だけであるのに、本当に情け
ないです。（60 代女性）
5　避難先・避難元に対して
その他、栃木県内避難先での対応・支援などに
関する要望も寄せられている。
家に（地元に）戻りたくても戻れず、全く知らない
とこでの土地探し、そして家を建てる計画をしてい
ます。ですが全くといっていいほど支援や補助等有
りません。本当は絶対に誰でも地元に戻りたいはず
です。まわりに店が無く、お金も無くても幸せと感
じていたあの土地に。そこを強く言いたいし、何か
支援等出来たらうれしいです。（20 代男性）
栃木県で「震災被災者対象求人」で入社しましたが、
一時帰宅など行かせてもらえず、退職しました。何
の為に被災者用だったのかわからない。（両親が東京
へ避難している為お金がかかる）（30 代男性）
・住居・支援・避難先の汚染状況・避難先住民・学校・
幼稚園の放射能汚染への意識｝どれにも複雑な思い、
葛藤があります。（30 代女性）
宇都宮市に住民票を移しましたが、仕事等に必要と
思った為の措置でしたが、宇都宮市は住民税が高い
ことを知り、不幸平さを感じました。免税の対象に
なれば良いと思いましたし、移動前の市の税額に合
わせる等して欲しかったです。（30 代女性）
様々な会（お茶会など）に参加してみたいと思うが、
仕事があるといそがしく時間がとれない。宇都宮の
市政だより等地域の情報がもっと知りたい。（30 代
女性）
避難先での福祉関係の支援体制のハードルが高く利
用できない等がある。（市町村によって違うと思いま
すが）（対応・支援がスピーディーという市町村もあ
れば、できないと断わられる市町村もあると聞いて
いる。）支援体制が平等でない。（60 代男性）
とちぎ暮し応援会は、これまで情報を発送や訪問支
援を行ってきたが、これら支援に対する感謝の言葉
も寄せられている。
いつも情報を届けて下さりどうもありがとうござい
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ます。栃木、福島の両情報があるので助かります。
福島の被災者をいつまでも気に掛けて下さる方がい
るのは心強くありがたいことです。（40 代女性）
○戸別支援を受け助けて頂きまして、有賀度うござ
いました。※応援会の方々御苦労様です。（70 代女性）
栃木県民の皆様のご親切を頂き、感謝しております。
（60 代男性）
他方、避難元に対する不満も挙げられている。
避難していることによって得られない情報、そし
て対応の格差に対する不満、避難元の放射線量の
情報不足や不安がある一報で、情報が転送される
ことに対する感謝の言葉もあった。
南相馬市役所の対応が悪く、ガン検診や子供の予防
接種など何も情報がもらえず、大変不便な思いをし
ている。将来も、どうしていいのか、わからない。もう、
国や南相馬市は県外へ避難している人達は、みすて
ていると思っている。南相馬市は最低なとこだ。（30
代女性）
福島県内と県外の差を無くしてほしい。町の検査な
どが平日のみで受診できません。もう３年目に入り
ます。小学一年の子が三年になりました。小学校の
半分です。今さら戻れますか？なので 16 年勤めた会
社を辞めました。（30 代男性）
・避難地区の情報は現在、現住所のあった役所に手続
きしたので定期に同じように届けられるようになり、
現住所の役所にもお世話になり、大変ありがたく思っ
ています。
・内職などの話しもあり、少し収入をえる事が出来ま
した。相手社が内容に続けられるものではなかった
ので当てにならなかったのが残念でした。（50代女性）
避難元の放射線の正確な情報　今後の見通し　1 年
後に帰っても大丈夫なのか一番心配です（80 代女性）
6　その他
もっとも要望している回答者が多かった交通費
助成についても、記載があった。高速道路だけで
なく新幹線、もしくは福島県外にも必要だという
状況もあった。
妻が病院通いがあるため時々自宅にもどる。そのた
め高速道の無料化は大変ありがたく思います。（70
代男性）
高速道路の無料化にはとても助かっております。高
速道路だけではなく新幹線等で避難元と避難先の行
き来の無料化があっても良いのではないでしょうか。
私自身高速道路の運転が苦手な為、避難元に帰る際
の交通費（新幹線）は痛手です。そういう点の交通
費助成をお願いできたらと思っております。（40 代
女性）
高速無料化、福島県外以外も利用したい。（両親が東
京へ避難している為お金がかかる）（30 代男性）
報道・ニュースについても要望があった。報道
全般に関する少なさ、福島の放射線量に関する
ニュース、甲状腺検査の結果など、正確な情報が
流されていないことに対するいらだちもみられた。
福島に関するニュースを正確に流してほしいと思い
ます。子供達の甲状腺検査の結果など本当の情報が
分からない事が多い。（30 代女性）
・私の住んでいる所は、避難解除地域です。でも、放
射線量は、今だに高いです。その不安！！
・本当の事が、報道されない。
・日本国全体が忘れようとしている。（60 代男性）
本アンケートについても、質問内容が難しかっ
たということや、世帯の中でも意見が必ずしも一
致していない点が指摘されていた。
質問内容が、やや難しかったです。（40 代女性）
※今回は私 1 人の考えで夫には黙って書いてしまい
ました。（できれば一世帯 1 通ではなく各々に配って
いただけたら‥）出そうかどうかずいぶん迷い、遅
くなって申し訳ありません。（60 代女性）
・書面を汚して申訳ありません。
・遅れました（しまい込んでおきまして忘れてまし
た。）（70 代女性）
まとめ
震災後 2 年半たった状況において、出身自治
体、栃木県に定住する世帯の増加、家族の人数な
どの変化も若干みられたが、おおむねにおいて厳
しい状況に大きな変化はなく、また、これまであ
まり明らかにされていなかった点も新たに明らか
となった。
経済状況は、6 割近くの回答者が厳しくなった
と感じている。健康状態については 7 割以上が悪
くなった、もしくは悪くなる不安がある。とくに
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高齢者を抱える世帯において、健康状態が悪くな
る不安を感じている回答者が多かった。こころの
健康についていえば、6 割が不安を抱えている家
族がいる。こころの健康についても、高齢者を抱
える世帯においては 7 割以上と比較的多かった。
本アンケートの分析から、とくに心身の健康につ
いて、高齢者がいる世帯において不安が大きいと
いうことを改めて確認した。
東電への損害賠償については、7 割が請求した
が、「自主避難」の区域外の回答者はほとんど請
求していない実態が明らかになった。損害賠償に
ついて専門家に相談していない、もしくは説明会
に参加していない回答者も 7 割近く存在し、それ
ぞれ、場所・時間・子どもが預られないといった
便の悪さ、行っても仕方がないというあきらめ、
情報がなくてわからない、精神的にストレスが強
すぎる、信頼できない、など具体的な理由があっ
て参加できていない。また、財物損害賠償金額に
ついては 6 割、精神的被害への賠償金額について
8 割近くの回答者が不満足であった。本論では、
これまで調査されてこなかった栃木への避難者の
損害賠償の実態を、明らかにすることができた。
今後についても過半数が「これからの状況次第
で決めたい」と決まっておらず、自宅・避難元に
戻る時期についても、8 割近くが無回答であった。
避難生活で、先行きが見えないことについて 8 割
近くの回答者が困っている背景も明らかとなっ
た。これらの点は、これまでのアンケート調査で
明らかとなってきた状況に変化がないことを引き
続き確認した。
交通費助成、健康、避難先自治体、損害賠償、
自主避難支援、福祉、雇用、住居（民間借上げ住
宅）、情報公開、いずれの支援も多くの避難者に
とって重要な支援と評価されていた。その中でも、
自由記述の中で目立ったものは、東電や国に対す
る不満、借上げ住宅の延長・長期化と住み替え（転
居）、自主避難者の支援、避難先・避難元に対し
ての要望であった。区域や年代によって多様性は
あるものの、長期化する厳しい状況に対して、賠
償や支援が不十分な状況が続いていることは確か
である。この点は、以前のアンケート調査結果を
再確認しつつ、その問題性が深化していることを
明らかにしたとともに、具体的な記述を通して、
その背景となるそれぞれの避難者の状況も垣間見
ることができた。
以上のとおり、本アンケートを通して、栃木県
への避難者にとって経済的、健康的に厳しい状況
が続いている、もしくは深化していることを明ら
かにした。それとともに、とくに高齢者が心身の
健康の不安を抱えていることを新たに明らかにし
た。自由記述において、届くことのない憤りが綴
られていたことも貴重であるが、その中でも、東
電に関する損害賠償の実態や不満に関して詳細が
明らかになったことも、特徴であった。
震災から 3 年経過し、一見、落ち着いているか
のように捉えられる被災者・避難者の状況である
が、震災前の状況を回復することは並大抵なこと
ではない。津波の被災に対する救済はもとより、
国家的人災である原発震災に対する補償・権利回
復を検証する意味でも、避難者の状況を長期的に
把握し続ける重要性がある。
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Abstract
Although three years have passed, the situations of refugees evacuating from the Fukushima Nuclear fallout 
basically have not improved. Within the 267,000 refugees, 3,028 are continuing their evacuation in Tochigi prefecture 
(a neighboring prefecture) even today. The results of the 2013 questionnaire to 107 households (distributed to 1,017 
households) give a clearer, up to date picture, in comparison to the results of brief short questionnaires in 2011 and 
2012. Furthermore, it is the first questionnaire in Tochigi which highlight problems of families with senior members 
and with comprehensive response on compensation.    
As a result of the questionnaire, it has become clear that 56% experience economic difficulties in comparison 
to before. Health situations of 68% have deteriorated or have fear that it will deteriorate, and 60% have a member 
of the household with worries in psychological health. More households with senior members tend to fear that their 
physical and psychological health situation will deteriorate. 
While 72% requested TEPCO for compensation, many of those who evacuated without government order did 
not request for compensation. Majority, 66%, did not participated in seminars which explain the compensation 
procedures because of (i) the setting (bad location and timing, difficult to attend with children); (ii) waste of time 
since they will not be compensated anyway; (iii) didn’t get the information; or (iv) stressful, could not trust TEPCO. 
Furthermore, 61% of the respondents were not satisfied with the compensation of physical damage/loss of goods, 
and 77% respondents were not satisfied with the compensation of psychological damage.
To questions about their future plans, 51% answered that they will decide about the future depending on the 
situation, and 76% could not answered when they will be go back to their home in Fukushima. The most frequent 
answer to the problems that they had was “fear of the situation not being able to plan ahead”.   
Various supports related to transportation, health, employment, housing, and information were considered 
important, including support from the recipient local government, and support for refugees from areas without 
government evacuation order. There were many additional elaborate descriptions with dissatisfaction toward TEPCO 
compensation and Government response.
It has become clear that even after 2.5 years, situation of the refugees have not improved both in terms economy 
and health. In such situation, many refugees highlight that the Government support and TEPCO compensation is not 
sufficient to improve their situation. Continuous monitoring of the situation of refugees are important to understand 
to what extent the right of the refugees -which has been disabled by man-made disaster- have or have not been 
recovered.   
（2014 年 5 月 29 日受理）
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